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第３章 地域ビジョンの実現

１．地域ビジョンの実現に資する施策間連携・地域間連携の推進

（２）施策間連携・地域間連携の方向

＜モデル地域ビジョンの例＞

【「デジ活」中山間地域】

中山間地域等では、人口減少や少子高齢化が都市に先駆けて進行しており、AI、ICT等のデ

ジタル技術の活用を通じた省力化・効率化を図ることが急務となっている。こうしたことを踏

まえ、中山間地域等において、基幹産業である農林水産業の「仕事づくり」を軸として、教

育・文化、医療・福祉、物流等、様々な産業分野と連携しながら、地域資源やデジタル技術を

活用しつつ、社会課題解決・地域活性化に取り組むことが重要である。なお、集落生活圏にお

いて、複数集落を対象に農用地の保全管理や地域資源の活用、生活支援を担う農村型地域運営

組織（農村RMO）が、デジタル技術の活用を通じて「小さな拠点」の持つ機能を効率的・効

果的に利用することも期待される。

こういった意欲的な地域を「デジ活」中山間地域として登録し、2023年春から登録地域を

公表するとともに、「デジ活」中山間地域に対する優遇措置や現地派遣等を通じて関係府省が

連携して支援を実施する。こうした取組を通じて、「デジ活」中山間地域について、2027年

度までに150地域以上の登録を目指す。

デジタル田園都市国家構想総合戦略（令和４年１２月２３日閣議決定）



機密性2情報 関係者限り

「デジ活」中山間地域について
〇 「デジ活」中山間地域とは、地域の基幹産業である農林水産業を軸として、地域資源やAI、ICT等のデジタル技術の活

用により、課題解決に向けて取組を積み重ねることで、活性化を図る地域づくりを目指す地域。
○ こういった地域で活動する意欲的な農村型地域運営組織（農村RMO）等（※）に対して、関係府省連携チームでサポー

ト。
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省力化のためのスマート農林水産業の
導入
農地の環境維持の負担軽減のための自
動草刈り機導入
I CTを活用したスマート鳥獣対策

農林水産業

ICTを活用し、農産物の需要に応じた集出荷
デジタル環境の整備により、農泊地域での新たな需要の開拓

【地域の課題】
○一次産業従事者の減少、高齢化
〇省力化、効率化

【地域の課題】
〇付加価値の向上
〇観光等域外からの

訪問の促進

【地域の課題】
〇公共交通の確保
〇物流の効率化

【地域の課題】
〇情報格差の解消
○高齢者の買物支援

交通空白地帯の解消や利便性の向上に向けて、MaaSの活用、
貨客混載バス、ドローンによるラストワンマイル配送

関係府省連携チームでサポート
（関連施策一覧の公表、課題に対する施策の紹介、申請相談等）

中山間地域におけるデジ活のイメージ

※農村型地域運営組織モデル形成支援、元気な地域創出モデル支援、過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業、デジタル田園都市国家構
想交付金(地方創生推進タイプ：小さな拠点)、デジタル林業戦略拠点構築推進事業、デジタル水産業戦略拠点整備推進事業から応募

交通、物流

地域資源活用

くらし

ICTを活用した地域情報網の構築、高齢者の買物支援や見守り



３．「デジ活」中山間地域に係る関係府省の関連施策（一部抜粋）
＜関係府省の連携による「デジ活」中山間地域への支援＞

１．関係府省の関連事業から「デジ活」中山間地域を登録
＜小さな拠点や農村ＲＭＯ等を対象とする事業＞

２．「デジ活」中山間地域 関係府省連絡会議
＜「デジ活」中山間地域へのサポート＞

【関係府省】内閣官房、内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、経済産業省、環境省

内閣府 総務省 農林水産省

経済産業省

デジタル田園都市国家構想交
付金
地域活性化伝道師

過疎地域等集落ネットワーク圏
形成支援事業

農村型地域運営組織モデル形成支援
元気な地域創出モデル支援
デジタル林業戦略拠点構築推進事業
デジタル水産業戦略拠点整備推進事業

内閣府 総務省

農林水産省

文部科学省 厚生労働省

国土交通省 環境省

地域情報化アドバイザー派遣
制度
ローカル10,000プロジェクト

社会教育施策（公民館活動、
社会教育士等）
国宝重要文化財等保存・活用

重層的支援体制整備事業
生活支援コーディネーター
遠隔医療関連施策

農山漁村発イノベーション対策
情報通信環境整備対策
中山間地域等直接支払交付金

地域・企業共生型ビジネス導
入・創業促進事業

日本版MaaS推進・支援事業
空き家対策モデル事業
ドローンを活用した荷物等配送

指定管理鳥獣捕獲等事業交付金

デジタル田園都市国家構想交付金
(地方創生推進タイプ：小さな拠点)

「デジ活」
中山間地域
の登録

【役割】関係府省の関連施策一覧作成・公表、活動のフォローアップ、課題の把握、施策紹介、申請相談

４．民間事業者等の協力によるサポート
デジタル分野の専門家による支援や民間事業者とのマッチング、セミナー等を通じた情報提供

「デジ活」中山間地域の取組への支援



機密性2情報 関係者限り

市町村、地域協議会（活動主体）等の事業実施主体が事業申請にあわせて、「デジ活」
中山間地域への登録を申請

関係府省連携チームにおいて、「デジ活」中山間地域を共有・公表し、フォローアップ
（課室長級の研究会、現地派遣等)や、各地域の課題に応じた施策紹介等の支援を実施。

農林水産省において、チェックリストにより、「デジ活」中山間地域の必要事項を満た
しているか確認

「デジ活」中山間地域の登録申請から支援開始までのプロセス

【農林水産省所管事業】
・農村型地域運営組織モデル形成支援
・元気な地域創出モデル支援
・デジタル林業戦略拠点構築推進事業
・デジタル水産業戦略拠点整備推進事業

【関係府省所管事業】
・過疎地域等集落ネットワーク圏

形成支援事業〈総務省〉
・デジタル田園都市国家構想交付金

(地方創生推進タイプ：小さな拠点)
〈内閣府〉

関係府省農水省

登録申請

チェックリスト確認

公表・支援開始



機密性2情報 関係者限り

「デジ活」中山間地域の共通チェックリスト

〇 「デジ活」中山間地域については、以下のチェック項目の全てが満たされていることを確認。

○ また、共通チェックリストには、申請者において支援を必要とする関係府省名及び希望する支援内容を記述。

チェック項目 評価

○ デジタルを活用して、地域を活性化する取組であること
○

○ 事業内容に、基幹事業である農林水産分野の「仕事づくり」※に関する取組が含まれていること
※農林水産物の生産又は加工・流通や、農山漁村における地域資源（動植物、自然環境、景観、歴史・文化、
古民家、歴史的施設等）を活用したもの

※過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業、デジタル田園都市国家構想交付金から登録申請する場合は、
エリア内で事業実施主体が農林水産分野の取組を行っていれば可

○

○ 事業実施地区に、中山間地域等を含むものであること
※中山間地域等とは、特定農山村、振興山村、過疎、半島、離島、沖縄、奄美群島、小笠原諸島、特別豪雪、

指定棚田、旧急傾斜法の指定地、農林統計上の中山間地域、水産統計上の漁業地区
○

○ 地方公共団体、地域団体、民間団体、専門家など、地域内外の多様な関係者が参加・連携する体制を構築し
ている又は構築予定であること

○

内閣官房 内閣府 経済産業省 厚生労働省 文部科学省 総務省 国土交通省 環境省 農林水産省

（１）チェック項目

（２）支援を必要とする関係府省

関係府省名 希望する支援内容

■■省 ●●の改題解決のため、利活用可能な制度を相談したい。

※「デジ活」中山間地域の申請者において、支援を必要とする関係府省等が明確である場合は、関係府省名等をチェック。

該当する府省覧に「○」を記載



施策名：農山漁村振興交付金のうち中山間地農業推進対策

デジ田総合戦略
における該当項目

３．地域ビジョンの実現に資する施策間連携・地域間連携の推進
（１）モデル地域ビジョンや重要施策分野における施策間連携・

地域間連携

農林水産省

予算額
令和５年度予算(案)：9,070百万円の内数
令和４年度第２次補正予算：1,440百万円の内数
（令和４年度予算：9,752百万円の内数）

事業概要
○「デジ活」中山間地域の取組の中心を担うのは、複数の集落を対象に、農地保全などを行う農業者を母体とした組織と、多様な地域の関係者と
が連携して形成する農村型地域運営組織（農村RMO）。
○農村ＲＭＯによる農用地の保全、地域資源の活用、生活支援等の取組において、デジタル技術を活用し、課題解決や地域の活性化を推進。

農村RMOモデル形成支援 元気な地域創出モデル支援【令和４年度補正予算含む】
＜事業の内容＞
地域協議会等が作成する将来ビジョンに基づく農用地保全、地域資源活用、
生活支援にかかる調査、計画作成、実証事業等の取組、デジタル技術の導
入・定着を推進する取組を支援します。
【事業期間】最大３年間
【交付率（上限）】定額（1,000万円(年基準額)×事業年数）

＜事業の内容＞
収益力向上、販売力強化、生活支援等に関する具体的な取組、デジタル技
術の導入・定着を後押しすることで、優良事例創出を推進します。
【事業期間】最大３年間
【交付率（上限）】定額（1,000万円(年基準額)×事業年数）

地域資源活用 生活支援

デジタル技術の導入・定着を含めた調査・計画作成・実証等の実施

センサーを使った安否確認

テレビ画面で買い物支援スマート農業機械の実証

ﾈｯﾄﾜｰｸ構築⇒販路拡大

ネットワーク構築･販路拡大

食材の地域内循環

自動制御

棚田の自動水管理

農用地保全

ウ 農用地保全＋《デジタル技術》

オ 生活支援＋《デジタル技術》

買い物支援＋《デジタル技術を活用した生活サービス》

自動制御

ア 収益力向上＋《デジタル技術》

高収益作物の導入＋《栽培技術のｅラーニング》

エ 複合経営＋《デジタル技術》

イ 販売力強化＋《デジタル技術》

高品質作物生産＋《出荷予測システム構築》
定植、収穫予測

農用地保全＋《棚田の水管理を遠隔操作》

ミニトマト

加工品開発

自動収穫ロボット

農業・加工品開発＋《自動収穫ロボット》

高糖度トマト

棚田の保全

高収益作物導入

テレビ電話で買い物 直売所からの搬送

＜事業イメージ＞
＜事業イメージ＞

【申請受付中】



「デジ活」中山間地域の活動にかかる関係府省関連施策①
制度 内容

デ
ジ
タ
ル

デジタル田園都市国家構想交付金
デジタル田園都市国家構想の実現による地方の社会課題解決・魅力向上を深化・加速化する取組を分
野横断的に支援。

内閣府

未来技術社会実装事業

AI、IoTや自動運転、ドローン等の未来技術を活用した新しい地方創生を目指す事業で、革新的で先
導性と横展開可能性等に優れた提案について、関係省庁、地方公共団体、関係民間事業者等で構成す
る現地支援体制（地域実装協議会）を構築するなど、総合的かつ横断的に支援。

⇒ https://www.chisou.go.jp/tiiki/kinmirai/index.html

過疎地域等集落ネットワーク圏形成支
援事業

過疎地域等の条件不利地域において、基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまとまりとする
「集落ネットワーク圏」（小さな拠点）において、地域運営組織等が行う生活支援、産業振興等の取
組について支援。

⇒https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/2001/kaso/kasomain0.htm

総務省
地域情報化アドバイザー派遣制度

地域が抱える様々な課題を解決するため、地方公共団体等からの求めに応じ、ICTの知見等を有する
「地域情報化アドバイザー」を派遣し、ICT利活用に関する助言等を実施。

⇒ https://www.r-ict-advisor.jp/

ローカル 10,000プロジェクト
産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型事業の立ち上
げを支援。デジタル技術の活用等に関連する事業については、重点支援。

郵便局等の公的地域基盤連携推進事業
デジタル社会の進展への対応、自然災害などの地域の課題解決に向けて、デジタル技術と全国24,000
局の郵便局ネットワークを活用。郵便局と地方公共団体等の地域の公的基盤が連携して地域課題を解
決するための実証事業を実施し、モデルケースを全国に展開。

農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）
形成推進事業

中山間地域において、複数の農村集落の機能を補完する「農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）」の形
成を推進するため、農村ＲＭＯを目指す地域協議会等が行う調査、計画作成、実証事業等の取組を支
援。デジタル技術の導入・定着を推進する取組への支援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/nrmo/index.html

農林
水産省

中山間地農業ルネッサンス推進事業
（元気な地域創出モデル支援）

収益力向上、販売力強化、生活支援等に関する具体的な取組、デジタル技術の導入・定着を後押しす
ることで、優良事例創出を推進する取組を支援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sesaku/renais_tyusan.html

農山漁村発イノベーション対策

農林水産物や農林水産業に関わる多様な地域資源を活用し、新事業や付加価値を創出することによっ
て、農山漁村における所得と雇用機会の確保を図る取組等を支援。ワーケーション対応等の利便性向
上や、デジタル技術の活用に係る専門人材の派遣・育成等を支援。また、農山漁村で新事業を興す起
業家と農山漁村のマッチングの取組等を支援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/inobe/index.html

鳥獣被害防止総合対策交付金
農作物被害のみならず農山漁村での生活に影響を与える鳥獣被害の防止のため、鳥獣の捕獲等の強化
を支援。被害対策に係るICT活用の定着に向けた取組の支援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/seisan/tyozyu/higai/index.html

※下線部はR5年度概算要求における拡充内容



「デジ活」中山間地域の活動にかかる関係府省関連施策②
制度 内容

デ
ジ
タ
ル

情報通信環境整備対策

農村地域において、農業水利施設等の農業農村インフラの管理の省力化・高度化を図るとともに、スマート
農業の実装又は地域活性化に必要な情報通信環境の整備を支援（スマート農業の実装又は地域活性化の取組
のみを目的とする整備も支援）。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/jouhoutsuushin/jouhou_tsuushin.html
農林

水産省デジタル林業戦略拠点構築推進事業
地域一体となって、森林調査から原木の生産・流通に至る林業活動にデジタル技術をフル活用し、収益性の
高いデジタル林業を実践する「デジタル林業戦略拠点」の構築を推進。

デジタル水産業戦略拠点整備推進事業
水産業のデジタル化の取組を面的に推進するため、デジタル水産業戦略拠点を創出する計画策定等支援、デ
ジタル人材・デジタル推進員の育成や、デジタル水産業戦略拠点の普及等を支援。

日本版MaaS推進・支援事業
地域におけるMaaSの実装や、MaaS実装に不可欠な交通事業者のデジタル化等の促進に関する取組を支援。

国土
交通省

住宅市場を活用した空き家対策モデル
事業

全国における空き家対策を加速化するため、空き家対策の執行体制の整備が必要な自治体における専門家等
と連携した相談窓口の整備等を行う取組、民間事業者が空き家の発生防止等の抜本的対策に取り組むモデル
的な取組、ポスト・コロナ時代を見据えて顕在化した、テレワークスペースやサテライトオフィス等の新た
なニーズに対応した総合的・特徴的な取組について支援。

⇒ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001474545.pdf

スマートアイランド実証調査事業
四方を海等に囲まれた離島地域において、その地理的隔絶性から生じる課題の解決に向けてICTなどの技術
を活用した実証調査を実施。

⇒ https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chirit/smartisland.html

ドローンを活用した荷物等配送に関す
るガイドライン

ドローン物流サービスにこれから着手する主体を対象に、導入方法や配送手段等に関する具体的な手続き及
び参考となり得る取組等の事例集を取りまとめた「ドローンを活用した荷物等配送に関するガイドライン
Ver.3.0」により、ドローン物流の社会実装に向けた取組の普及を促進。

⇒ https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000603.html

「道の駅」
● 地方創生の拠点となる道の駅の整備、リニューアルを支援するとともに、（一社）全国道の駅連絡会と連携

し、ECなどのデジタル技術を活用した販路拡大や道の駅同士の連携による商品開発を促進。

自動運転サービス導入支援事業
（内閣府未来技術社会実装事業と連
携）

中山間地域等において自動運転サービス導入による地方創生を目指す地方公共団体に対して、実証実験等に
より得られたノウハウを活用し、導入に向けた技術的支援等を実施。

⇒ https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001551.html

※下線部はR5年度概算要求における拡充内容



「デジ活」中山間地域の活動にかかる関係府省関連施策③
制度 内容

デ
ジ
タ
ル

地域・企業共生型ビジネス導入・創業
促進事業

地域内外の中小企業等が、地方公共団体等の地域内の関係主体と連携しつつ、地域・社会課題解決と収益性
との両立を目指す取組（地域と企業の持続的共生）を支援するとともに、地域で持続的に課題解決を行うた
めに地方公共団体からの地域課題の提示や地域内外の関係主体の連携体制の構築を行う。

⇒ https://chiiki-ks.jp/
経済

産業省

地域新MaaS創出推進事業
● 地域の移動課題の解決のため、MaaSの実装に取り組む地域（企業・団体等）を支援。新たなモビリティ

サービスの社会実装及び全国での横展開モデルの実現を目指す。

遠隔医療設備整備事業
● 情報通信機器を活用して病理画像・Ｘ線画像等を遠隔地の医療機関に伝送し、専門医の診断・助言を得るこ

とで、適切な対応を可能とする。また、医学的管理が必要な慢性疾患であって、地理的理由等により往診・
通院が困難な患者等に対し、テレビ電話等の機器を貸与して、遠隔地からの診療支援を行う。

厚生
労働省

指定管理鳥獣捕獲等事業交付金

● 全国的に深刻な被害をもたらすニホンジカ・イノシシの管理を強化するため、ICT等を活用して、都道府県
によるニホンジカ・イノシシの捕獲強化、生息状況調査、人材育成等を支援。

⇒ https://www.env.go.jp/nature/choju/reinforce/index.html 環境省



中山間地域等の活性化等にかかる関係府省関連施策①
制度 内容

①農村型地域運営組織・小さな拠点等の活動への支援

立
ち
上
げ

農村型地域運営組織
（農村ＲＭＯ）形成推進事業

中山間地域において、複数の農村集落の機能を補完する「農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）」の形成を推進する
ため、農村ＲＭＯを目指す地域協議会等が行う調査、計画作成、実証事業等の取組を支援。
農村ＲＭＯ形成を効率的に進めるため、中間支援組織の育成等を通じた都道府県単位における伴走支援体制の構築
や、各地域の取組に関する情報・知見の蓄積・共有、研修等を行う全国プラットフォームの整備に対して支援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/nrmo/index.html 農林
水産省

下
支
え

中山間地域等直接支払交付金
中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正することにより、将来に向けて農業生産活動を維持するための
活動を支援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/tyusan/siharai_seido/

多面的機能支払交付金
地域共同で行う、多面的機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動を支援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/tamen_siharai.html

連
携

重層的支援体制整備事業

市町村において、地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備するため、対象者の
属性（高齢、障害、子ども、生活困窮）を問わない相談支援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的
に実施。

⇒ https://www.mhlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/jigyou/

厚生
労働省

活
用

過疎地域等集落ネットワーク圏
形成支援事業

過疎地域等の条件不利地域において、基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまとまりとする「集落ネット
ワーク圏」（小さな拠点）において、地域運営組織等が行う生活支援、産業振興等の取組について支援。

⇒ https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/2001/kaso/kasomain0.htm

総務省

過疎地域遊休施設再整備事業

過疎地域における廃校舎や老朽化して使用されていない家屋等の遊休施設を有効活用し、地域振興や都市住民との
地域間交流を促進するため、生産加工施設、資料展示施設、教育文化施設、地域芸能・文化体験施設等の整備に要
する経費について支援。

⇒ http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/2001/kaso/kasomain4.htm

市町村管理構想、地域管理構想
（市町村管理構想・地域管理
構想策定等モデル形成調査）

市町村や地域において、土地の管理や資源の現状把握・将来予測を行い、優先的に維持したい土地や管理方法の転
換等を検討し、目指すべき将来像と土地の管理のあり方を示す市町村管理構想、地域管理構想の策定を推進。モデ
ル形成のための支援を実施。

⇒ https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000130.html

国土
交通省

物流総合効率化法を活用した
共同輸配送等への支援事業

物流分野の労働力不足への対応を強力に推進し、流通業務の省力化を図るため、総合効率化計画の策定のための調
査事業及び認定を受けた総合効率化計画に基づく過疎地域向けの共同輸配送等を支援。

地域公共交通確保維持改善事業 過疎地域等におけるデマンドタクシー、コミュニティバス等の運行費、車両の更新費等を支援。

半島振興広域連携促進事業
半島地域の自立的発展に向けた交流促進、産業振興、定住促進を図るため、半島地域の様々な主体の取組を道府県
がパッケージ化して一体的・広域的に推進するソフト施策を支援。

⇒ https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_tk_000135.html

豪雪地帯安全確保緊急対策
交付金

豪雪地帯において、除排雪時の死傷事故が多発していることを踏まえ、将来を見据えた戦略的な方針の策定と、持
続可能な除排雪体制の整備等に取り組む自治体を支援。

⇒ https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_tk_000150.html

生活
支援
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資源
活用
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中山間地域等の活性化等にかかる関係府省関連施策②
制度 内容

①農村型地域運営組織・小さな拠点等の活動への支援

活
用

山村活性化支援交付金
山村の活性化を図るため、山村の特色ある地域資源の活用等を通じた所得・雇用の増大を図る取組を支援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sanson/index.html

農林
水産省

農山漁村発イノベーション
対策

農林水産物や農林水産業に関わる多様な地域資源を活用し、新事業や付加価値を創出することによって、農山漁村に
おける所得と雇用機会の確保を図る取組等を支援。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/inobe/index.html

最適土地利用対策
地域のコミュニティの維持と農山漁村の活性化及び自立化を後押しするため、地域ぐるみの話し合いを通じ、重要な
地域資源である農地の有効活用や粗放的な利用によるモデル的な取組を支援し、土地利用の最適化を推進。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/tikei/houkiti/saitekitochiriyo.html

有機農業産地づくり推進

有機農業に地域ぐるみで取り組む市町村等において、生産から消費まで一貫し、農業者のみならず事業者や地域内外
の住民を巻き込んで推進する取組の試行や体制づくりについて、物流の効率化や販売拡大等の取組と一体的に支援。

有機農産物安定供給体制構
築事業

農業者等による有機農業現場の先進的な取組の横展開を推進するため、①栽培や経営に関する技術研修会の開催等、
②新たな販路確保に向けた取組、③生産・出荷拡大に必要な機械のリース導入等を支援。

国宝重要文化財等保存・活
用事業費補助金

国民共有の財産である文化財を次世代に継承するため、中山間地域等に所在する事業者に対して国指定等文化財の保
存修理や整備活用事業のほか、発掘調査や埋蔵文化財活用事業などに対して補助を実施する。

文化庁
国宝重要文化財等防災施設
整備費補助金

国民共有の財産である文化財を次世代に継承するため、中山間地域等に所在する事業者に対して国指定等文化財の防
火対策、耐震対策に係る施設整備に対して補助を実施する。

へき地保健医療対策
● へき地における医療提供体制の確保に必要な経費を支援する。
⇒ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_20900.html 厚生

労働省

地
方
財
政
措
置

住民共助による見守り・交流の場
や居場所づくり等への支援
【市町村】

(1)地域運営組織の運営支援として、①運営支援のための経費（事務局人件費等）について普通交付税措置を講ずるととも
に、②形成支援のための経費（ワークショップ開催の経費等）について特別交付税措置。
(2)住民共助による見守り・交流の場や居場所づくり等への支援に要する経費（高齢者交流、声かけ・見守り、買物支援、
弁当配達、登下校時の見守り、交流事業（子育て、親子、多世代）、子ども食堂、学習支援、相談の場に要する経費等）
について普通交付税措置。
※ (1) ① 及び (2) において、普通交付税算定額を上回る経費について、特別交付税による措置を講ずる。

総務省

地域運営組織の経営力強化支援
【都道府県及び市町村】

自主事業の実施による収入の確保等地域運営組織の経営力強化に要する経費（研修、設備導入、販路開拓に要する経
費等）について特別交付税措置。

資源
活用

資源
活用

農用地
保全

資源
活用

資源
活用

資源
活用

農用地
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資源
活用



中山間地域等の活性化等にかかる関係府省関連施策③
制度 内容

②人材のサポート

寄
り
添
い

生活支援コーディネーター

生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、市町村が定める活動区域ごとに、ボランティア等の生活支援の担い手の養
成・発掘、関係者のネットワーク化、地域の支援ニーズとサービス提供主体のマッチング等のコーディネートを実施。 厚生

労働省

連
携
・
活
用

社会教育主事、社会教育士

社会教育主事は、教育委員会の事務局に置かれる専門的職員で社会教育を行う者に対する専門的技術的な助言等を行う。
社会教育士は、社会教育主事になるための講習や養成課程を修了した者に与えられる称号で、社会教育の専門的知識を生
かし、行政のみならず、福祉や防災、観光、まちづくり等の多様な分野における学習活動の支援を通じて、人づくりや地
域づくりに携わる。

⇒ https://www.mext.go.jp/a_menu/01_l/08052911/mext_00667.html

文部
科学省

公民館
地域住民の交流の場としての役割とともに、住民にとって最も身近な学習拠点として、住民の学習ニーズや地域の実情に
応じた多様な学習機会を提供。

伴
走

地域活性化伝道師
地域の活性化に向け意欲的な取組を行おうとする地域に対して、地域おこしの専門家（地域活性化伝道師）を紹介し、指
導・助言を行う。

⇒ https://www.chisou.go.jp/tiiki/ouentai.html
内閣府

地域力創造アドバイザー
地域独自の魅力や価値の向上に取り組むことで、地域力を高めようとする市町村が、地域活性化に関する知見やノウハウ
を有する外部専門家を招聘し、指導・助言を実施（必要な経緯等について総務省が特別交付税措置）。

⇒ https://www.soumu.go.jp/ganbaru/jinzai/

総務省参
加
・
従
事

地域おこし協力隊
三大都市圏の若者などの人材等を市町村が委嘱（概ね１年以上３年以下）し、地域ブランドや地場産品の開発・販売・PR
等の地域おこし支援や、農林水産業への従事、住民支援などの「地域協力活動」を実施。

⇒ https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_03000066.html

地域プロジェクトマネー
ジャー

三大都市圏の専門人材（協力隊ＯＢ・ＯＧ含む）等を市町村が任用（概ね１年以上３年以下）し、地域の重要プロジェク
トの現場責任者として、行政、地域、民間及び外部専門家等の関係者間を橋渡ししながら当該プロジェクトを推進（地域
プロジェクトマネージャーの雇用に要する経費について総務省が特別交付税措置）。

⇒ https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_04000210.html

地域活性化起業人
三大都市圏の民間企業等の社員を一定期間（６ヶ月から３年）受け入れ、そのノウハウや知見を活かしながら地域独自の
魅力や価値の向上等につながる業務に従事。（派遣元企業に対する負担金等について総務省が特別交付税措置）。

⇒https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/bunken_kaikaku/02gyosei08_03100070.html

集落支援員
地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウ・知見を有した人材を市町村が委嘱し、市町村職員と連携して集
落への目配りとして集落の巡回、状況把握等を実施。

⇒https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/bunken_kaikaku/02gyosei08_03000070.html

特定地域づくり事業協同組
合

人口急減地域を対象に地域の仕事を組み合わせて、年間を通じた仕事を創出。組合で職員を雇用し、地域内の事業者に派
遣。

⇒ https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/tokutei_chiiki-dukuri-jigyou.html



中山間地域等の活性化等にかかる関係府省関連施策④
制度 内容

②人材のサポート

人
材
育
成

農村プロデューサー養成講座
地域への愛着と共感を持ち、地域住民の思いを汲み取りながら、地域の将来像やそこで暮らす人々の希望の実現に向け
てサポートする人材を「農村プロデューサー」として育成。

⇒ https://www.maff.go.jp/j/nousin/course/index.html 農林
水産省

有機農業新規参入技術習得等支援
事業

新たに有機農業に取り組む農業者に対し、有機JASに関する講習受講等を支援するとともに、品目別の有機栽培技術の
研修会の開催に必要な経費を支援。

地方創生カレッジ
地方創生の事業展開に必要な人材を育成・確保するため、 実践的な無料のeラーニング講座を提供するほか、地方創生
の有識者を交えた交流掲示板や、各地で地方創生に取り組む実践事例の特集等を通じて知恵の共有を図る。

⇒ https://chihousousei-college.jp/
内閣府

関
係
人
口

農山漁村関わり創出事業
農繁期の手伝いや地域資源の保全等の農山漁村での様々な活動について、農山漁村に興味がある多様な人材が関わるこ
とができる仕組みを構築する取組等を支援。

農林
水産省

多面的機能支払交付金
多面的機能の増進を図る活動の活動項目「広報活動」を「広報活動・農的関係人口の拡大」に改正し、地域外からの呼
び込み活動も対象とすることで、地域資源の管理を広域的に担う体制整備を推進する。

関係人口ポータルサイト
全国の地方公共団の関係人口創出・拡大に関する取組事例、関連イベントや交流体験プログラム等の情報を一元化。

⇒ https://www.soumu.go.jp/kankeijinkou/ 総務省

関係人口創出・拡大のための対流
促進事業

モデル性を有する関係人口の創出・拡大の取組と、全国の官民関係者が参画する協議会の運営を通じた関係者間の情報
共有やネットワーク化を支援。

⇒ https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kankei/index.html
内閣府



機密性2情報 関係者限り

「デジ活」中山間地域について詳しく知りたい方は・・・

〇 「デジ活」中山間地域のホームページを公表しております。詳しくはホームページをご覧ください。

URL : https://www.maff.go.jp/j/nousin/digikatsu/index.html スマホから：

検索デジ活中山間


